
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年４月14日

【四半期会計期間】 第23期第２四半期(自　2021年12月１日　至　2022年２月28日)

【会社名】 株式会社フューチャーリンクネットワーク

【英訳名】 Future Link Network Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　石井　丈晴

【本店の所在の場所】 千葉県船橋市西船４丁目19番３号

【電話番号】 047-495-0525(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 経営統括部長　中川　拓哉

【最寄りの連絡場所】 千葉県船橋市西船４丁目19番３号

【電話番号】 047-495-0525(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 経営統括部長　中川　拓哉

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

 

EDINET提出書類

株式会社フューチャーリンクネットワーク(E36801)

四半期報告書

 1/24



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第23期

第２四半期
累計期間

第22期

会計期間
自 2021年９月１日
至 2022年２月28日

自 2020年９月１日
至 2021年８月31日

売上高 (千円) 721,070 1,349,476

経常利益 (千円) 35,788 94,684

四半期（当期）純利益 (千円) 29,416 79,652

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 266,640 266,640

発行済株式総数 (株) 819,300 819,300

純資産額 (千円) 382,520 353,104

総資産額 (千円) 915,192 844,938

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 35.90 112.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 34.17 105.57

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 41.8 41.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 104,460 175,108

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △12,410 △9,755

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △16,164 237,971

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 645,818 569,932
 

 

回次
第23期

第２四半期
会計期間

会計期間
自 2021年12月１日
至 2022年２月28日

１株当たり四半期純利益 (円) 39.75
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

   ２．当社は、第22期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成しておりませんので、第22期第２四半

期累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

   ３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

   ４．第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当社株式は2021年８月20日付をもって東京証券

取引所マザーズに上場したため、新規上場日から第22期の期末までの平均株価を期中平均株価とみなして算

定しております。

   ５．2021年４月15日開催の取締役会決議により、2021年５月８日付で普通株式１株につき20株の株式分割を行っ

ておりますが、第22期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、第22期の１株当たり当期純利益及び潜在

株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。
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   ６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第２四半期累計期間及び当第２四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当

該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は前第

２四半期累計期間において四半期財務諸表を作成していないため、経営成績及びキャッシュ・フローの状況につい

ては、前年同四半期累計期間との比較・分析は行っておりません。

 
(１) 財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

当第２四半期累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の変異株が2022年初より猛威をふ

るい、感染が急拡大し、まん延防止等重点措置の発令等により、依然として先行きは不透明な状況となっており

ます。

当社が事業展開する広告業界におきましては、2021年の日本の総広告費は新型コロナウイルス感染症の影響で

大幅に落ち込んだ2020年比で110.4％の６兆7,998億円と、広告市場全体が大きく回復しました。中でもインター

ネット広告費の市場規模は２兆7,052億円と前年比121.4％となり、マスコミ四媒体広告費を上回る規模に成長を

続けております（出典：株式会社電通「2021年 日本の広告費」）。

また、ふるさと納税市場においては、2020年度のふるさと納税受入額は前年比137.9％の6,724億円となり、受

け入れ件数も前年比149.5％の約3,488万件と過去最高となりました。新型コロナウイルス感染症拡大の中で巣ご

もり需要を背景に返礼品を求める動きが目立ち、今後もさらなる市場規模の拡大が予想されております（出典：

総務省自治税務局市町村税課「ふるさと納税に関する現況調査結果（令和３年度実施）」）。

このような環境下、当社は地域情報プラットフォーム「まいぷれ」の運営を通じ、広告主である地域の中小事

業者・店舗の情報発信・マーケティング支援を通じた経営支援を推進し、運営パートナーとの協働によるふるさ

と納税事業や地域ポイント事業の実行を通じて地方自治体の課題解決を推進してまいりました。

当第２四半期累計期間においては、東証マザーズ上場後初の事業年度を迎え、公募調達した資金をもとに、地

域情報プラットフォームの価値向上のための積極的な開発投資や、他社との事業提携を行ってまいりました。こ

の結果、地域の店舗・中小事業者の経営支援に向けて補助金・助成金サービス活用や事業承継サービスに着手

し、今後の地域情報流通事業の成長基盤を構築しました。公共ソリューション事業においては、12月に年間寄付

額の最大期を迎えるふるさと納税ＢＰＯ業務で順調に寄付額を伸ばすことができました。

以上の結果、当第２四半期累計期間における売上高は721,070千円、営業利益は36,668千円、経常利益は35,788

千円、四半期純利益は29,416千円となりました。なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号

2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を第１四半期会計期間より適用しており、この結果、

当第２四半期累計期間の売上高、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益がそれぞれ2,383千円減少しており

ます。

 
セグメントの業績は、次のとおりであります。

 
（地域情報流通事業）

 地域情報流通事業におきましては、ユーザーが「魅力ある地域情報を認知し、興味を持ち、行動し、リピート

し、ファンになる」という体験ができるよう、地域情報サイト「まいぷれ」のデザインの刷新やファン機能の追

加等のリニューアルを実施いたしました。また、Ｇｏｏｇｌｅビジネスプロフィールを分析し、効果的に運用す

るためのサポートツール「まいぷれアナライザー」をリリースし、ローカルＷｅｂマーケティング支援にも注力

するとともに、新たに補助金や助成金の活用や事業承継など、地域店舗・中小企業の経営支援に向けたサービス
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を広げてまいりました。

まいぷれ店舗広告は、広告掲載だけではない付加価値を高め、顧客満足度を高めるサポートを行い、地域に根

付いた営業活動を行ったため、まいぷれ店舗の掲載料が順調に増加し、当第２四半期累計期間における直営地域

のまいぷれ関連売上高は51,336千円となりました。

また、パートナー運営地域におきましては、当第２四半期累計期間に、地域情報サイトが300エリアを超え、

「まいぷれ」の展開エリアは着実に増加しております。この結果、直営を含む全国のまいぷれプラットフォーム

利用店舗数は17,852店舗となりました。

運営パートナーの新規開拓におきましては、広告配信プラットフォームの仕様変更によるの影響が一時的に

あったことに加え、新型コロナウイルス感染症が急拡大する中で新規事業参入への意志決定に躊躇されるケース

もあったため、当第２四半期累計期間における新規契約件数は６件に留まりました。これにより、当第２四半期

累計期間の既存・新規契約をあわせたパートナー関連売上高は157,176千円となりました。問い合わせ数の減少に

ついては、回復の兆しをみせており、外部アライアンス先の追加や営業体制の強化による案件獲得の増加にも注

力してまいります。

この結果、当第２四半期累計期間に属するセグメント売上高は208,513千円となりました。また、セグメント利

益は85,497千円となりました。なお、第１四半期会計期間より収益認識会計基準等を適用しており、この結果、

当第２四半期累計期間のセグメント売上高及びセグメント利益がそれぞれ2,383千円減少しております。

 
（公共ソリューション事業）

ふるさと納税ＢＰＯでは、当第２四半期累計期間に新たに７自治体で受託が開始し、サービス提供自治体数は

40となりました。受託自治体数の増加と、12月の年間寄付額最大期を迎え、その結果、ふるさと納税関連売上高

は345,653千円となりました。

公共ソリューション領域では、千葉県白井市の「白井市情報集約・発信支援業務委託」の新規受託や、消防庁

の新技術を活用した災害情報伝達手段の実証実験を長野県須坂市、長野市、軽井沢町の３自治体で実施するな

ど、事業を推進してまいりました。その結果、公共案件売上高は34,225千円となりました。

地域共通ポイントサービス「まいぷれポイント」は、全国で８エリア、５自治体と運営を継続しております。

当社が事務局運営を務める自治体の委託費やポイント制度の周知に伴う活動及びポイントシステムのアプリ化リ

プレイスに伴う移行作業など、展開エリアでの着実な活動を行ってまいりました。この結果、まいぷれポイント

関連売上高は21,162千円となりました。

この結果、当第２四半期累計期間に属するセグメント売上高は401,041千円となりました。またセグメント利益

は102,743千円となりました。

 
（マーケティング支援事業）

マーケティング支援事業におきましては、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響による大手小売チェーン

の新店・改装計画の延期や、訪日外国人向けの広告キャンペーン等の需要低迷を見越した計画を推進している中

で、地域店舗への販促支援が微増となり、この結果、当第２四半期累計期間に属するセグメント売上高は111,516

千円、セグメント利益は9,171千円となりました。
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②　財政状態の状況

(資産)

当第２四半期会計期間末における総資産は915,192千円であり、前事業年度末に比べ70,253千円増加いたしまし

た。これは主に現金及び預金が75,885千円、受取手形、売掛金及び契約資産が128,651千円、仕掛品が17,941千円

増加し、受取手形及び売掛金が158,737千円減少したことによるものであります。

 
(負債)

当第２四半期会計期間末における負債は532,671千円であり、前事業年度末に比べ40,837千円増加いたしまし

た。これは主に預り金が108,852千円増加し、買掛金が20,142千円、未払法人税等が10,510千円、長期借入金が

14,388千円減少したことによるものであります。

 
(純資産)

当第２四半期会計期間末における純資産は382,520千円であり、前事業年度末に比べ29,416千円増加いたしまし

た。これは四半期純利益計上により利益剰余金が増加したことによるものであります。

 
(２) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により104,460千

円増加し、投資活動および財務活動によりそれぞれ12,410千円、16,164千円減少したため、前事業年度末に比べ

75,885千円増加し、当第２四半期累計期間末には645,818千円となりました。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において営業活動の結果得られた資金は、104,460千円となりました。主な要因といたし

ましては、税引前四半期純利益35,788千円、売上債権の減少額30,085千円、預り金の増加額108,852千円、仕入債

務の減少額20,142千円、未払消費税等の減少額18,214千円、棚卸資産の増加額17,866千円によるものでありま

す。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、12,410千円となりました。これは主に無形固

定資産の取得による支出が9,410千円あったことによるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において財務活動の結果使用した資金は、16,164千円となりました。これは主に長期借

入金の返済による支出が14,388千円あったことによるものであります。

 
(３) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありません。

 
(４) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(５) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(６) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,812,000

計 2,812,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 819,300 819,300
東京証券取引所
グロース市場

単元株式数は100株であります。

計 819,300 819,300 ― ―
 

(注)１．提出日現在の発行数には、2022年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

　　２．当社は東京証券取引所マザーズに上場しておりましたが、2022年４月４日付けの東京証券取引所の市場区分の

見直しに伴い、同日以降の上場金融商品取引所名は、東京証券取引所グロース市場となっております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年12月１日～
2022年２月28日

― 819,300 ― 266,640 ― 181,140
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(5) 【大株主の状況】

2022年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社石井本店 東京都港区港南２丁目５－３ 300,000 36.62

石井 丈晴 千葉県八千代市 74,500 9.09

岡田 亮介 神奈川県横浜市中区 42,500 5.19

板倉 正弘 神奈川県横浜市保土ケ谷区 38,500 4.70

片町 吉男 東京都江東区 35,000 4.27

室川 敏治 東京都三鷹市 30,000 3.66

西村 裕二 東京都渋谷区 25,100 3.06

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番２１号 24,400 2.98

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 20,600 2.51

中辻 哲朗 京都府京都市下京区 15,000 1.83

計 ― 605,600 73.92
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2022年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 818,900
 

8,189 ―

単元未満株式 普通株式 400
 

― ―

発行済株式総数 819,300 ― ―

総株主の議決権 ― 8,189 ―
 

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2021年12月１日から2022年２月

28日まで)及び第２四半期累計期間(2021年９月１日から2022年２月28日まで)に係る四半期財務諸表について、千葉第

一監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年８月31日)
当第２四半期会計期間
(2022年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 569,932 645,818

  受取手形、売掛金及び契約資産 － 128,651

  受取手形及び売掛金 158,737 －

  商品及び製品 67 37

  仕掛品 627 18,568

  原材料及び貯蔵品 877 832

  その他 27,994 32,671

  貸倒引当金 △4,075 △3,518

  流動資産合計 754,162 823,062

 固定資産   

  有形固定資産合計 29,780 27,424

  無形固定資産合計 22,023 26,378

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 57,796 56,944

   貸倒引当金 △18,824 △18,617

   投資その他の資産合計 38,972 38,327

  固定資産合計 90,776 92,130

 資産合計 844,938 915,192
 

 

EDINET提出書類

株式会社フューチャーリンクネットワーク(E36801)

四半期報告書

13/24



 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年８月31日)
当第２四半期会計期間
(2022年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 61,812 41,670

  短期借入金 50,000 50,000

  １年内返済予定の長期借入金 28,776 28,776

  未払金 59,824 61,109

  未払法人税等 19,610 9,099

  預り金 94,820 203,672

  賞与引当金 23,871 18,755

  その他 36,558 19,136

  流動負債合計 375,272 432,219

 固定負債   

  長期借入金 100,814 86,426

  資産除去債務 7,889 7,892

  その他 7,858 6,134

  固定負債合計 116,561 100,452

 負債合計 491,834 532,671

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 266,640 266,640

  資本剰余金 181,140 181,140

  利益剰余金 △94,675 △65,259

  株主資本合計 353,104 382,520

 純資産合計 353,104 382,520

負債純資産合計 844,938 915,192
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自　2021年９月１日
　至　2022年２月28日)

売上高 721,070

売上原価 283,209

売上総利益 437,861

販売費及び一般管理費合計 ※１  401,192

営業利益 36,668

営業外収益  

 受取利息 2

 助成金収入 328

 利子補給金 158

 その他 117

 営業外収益合計 606

営業外費用  

 支払利息 1,194

 その他 292

 営業外費用合計 1,486

経常利益 35,788

税引前四半期純利益 35,788

法人税、住民税及び事業税 5,220

法人税等調整額 1,152

法人税等合計 6,372

四半期純利益 29,416
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自　2021年９月１日
　至　2022年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前四半期純利益 35,788

 減価償却費 8,047

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △764

 賞与引当金の増減額（△は減少） △5,115

 受取利息及び受取配当金 △2

 支払利息 1,194

 売上債権の増減額（△は増加） 30,085

 棚卸資産の増減額（△は増加） △17,866

 仕入債務の増減額（△は減少） △20,142

 未払消費税等の増減額（△は減少） △18,214

 預り金の増減額（△は減少） 108,852

 その他 △1,820

 小計 120,041

 利息及び配当金の受取額 2

 利息の支払額 △1,185

 法人税等の支払額 △14,397

 営業活動によるキャッシュ・フロー 104,460

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 投資有価証券の取得による支出 △3,000

 無形固定資産の取得による支出 △9,410

 投資活動によるキャッシュ・フロー △12,410

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 長期借入金の返済による支出 △14,388

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,776

 財務活動によるキャッシュ・フロー △16,164

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 75,885

現金及び現金同等物の期首残高 569,932

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  645,818
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、従来契約時に一括して収益を認識していたパートナー加盟料については、従来の基準に比して収益

認識の時期にずれが生じるため、それぞれ履行義務の充足時期に対応して収益を認識することとしております。収

益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期間の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第

86項に定める方法を適用し、第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益

の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当第２四半期累計期間の売上高、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益がそれぞれ2,383千円減

少しております。また、利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において流動資産に表示していた「受取手形及び

売掛金」は、第１四半期会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示しております。なお、収益

認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っ

ておりません。

 
(追加情報)

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって四半期貸借対照表価額と

する金融商品を保有しておらず、四半期財務諸表に与える影響はありません。
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(四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
至 2022年２月28日)

社員手当 146,311 千円

賞与引当金繰入額 18,115 〃

貸倒引当金繰入額 △491 〃
 

 

　２　売上高の季節的変動

当社の業績は第２四半期累計期間に偏重する傾向にあります。ふるさと納税業務支援の受託業務に係る売上高及

び営業費用は、寄付額に応じて計上されますが、ふるさと納税の寄付は12月に行われる場合が高いことが主たる要

因です。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
至 2022年２月28日)

現金及び預金 645,818千円

現金及び現金同等物 645,818〃
 

 

(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自 2021年９月１日 至 2022年２月28日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社フューチャーリンクネットワーク(E36801)

四半期報告書

18/24



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 2021年９月１日 至 2022年２月28日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

 報告セグメント

調整額

(注)１

四半期損

益計算書

計上額

 (注)２

地域情報流

通事業

公共ソリュー

ション事業

マーケティン

グ支援事業
計

売上高       
直営まいぷれ関連売上高 51,336 － － 51,336 － 51,336

パートナー関連売上高 157,176 － － 157,176 － 157,176

ふるさと納税関連売上高 － 345,653 － 345,653 － 345,653

公共案件売上高 － 34,225 － 34,225 － 34,225

まいぷれポイント関連売上高 － 21,162 － 21,162 － 21,162

マーケティング支援売上高 － － 111,516 111,516 － 111,516

顧客との契約から生じる収益 208,513 401,041 111,516 721,070 － 721,070

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 208,513 401,041 111,516 721,070 － 721,070

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 208,513 401,041 111,516 721,070 － 721,070

セグメント利益 85,497 102,743 9,171 197,413 △160,744 36,668
 

(注)１．セグメント利益の調整額△160,744千円は、各報告セグメントへ配分していない全社費用であり、主な内訳は

全社共通人件費、システム運用経費、本社地代家賃等であります。

　　２．セグメント利益の合計額は、四半期財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関す

る会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期累計期間の「地域情報流通事業」の売上高及びセグメント

利益はそれぞれ2,383千円減少しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
至 2022年２月28日)

(1) １株当たり四半期純利益 35円90銭

(算定上の基礎)  

 四半期純利益(千円) 29,416

 普通株主に帰属しない金額(千円) －

 普通株式に係る四半期純利益(千円) 29,416

 普通株式の期中平均株式数(株) 819,300

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 34円17銭

(算定上の基礎)  

　四半期純利益調整額(千円) －

　普通株式増加数(株) 41,574

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

―
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２ 【その他】

 
該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社フューチャーリンクネットワーク(E36801)

四半期報告書

22/24



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2022年４月13日

株式会社フューチャーリンクネットワーク

取締役会  御中

 

千葉第一監査法人
 

千葉県千葉市
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 本　　橋　　雄　　一  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　川　　健　　哉  

 

 

 監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フュー

チャーリンクネットワークの2021年９月１日から2022年８月31日までの第23期事業年度の第２四半期会計期間（2021年

12月１日から2022年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（2021年９月１日から2022年２月28日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フューチャーリンクネットワークの2022年２月28日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
 四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
 四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

EDINET提出書類

株式会社フューチャーリンクネットワーク(E36801)

四半期報告書

23/24



・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 
以　 上

 
 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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